様式第２（第５条第１項、第９条第１項及び第12条第２項関係）
第２　利用者設備識別番号（自ら指定を受けて使用する場合を除く。）に係る電気通信番号使用計画
電気通信番号使用計画

電気通信番号の種別（注１）：　	Comment by 作成者: 使用する番号種別を記載してください。

１　電気通信番号の使用に関する事項
(1)　電気通信番号計画に定める電気通信番号の使用に関する基本的事項を遵守する旨


(2)　電気通信番号計画の定めに従い、電気通信番号（他の電気通信事業者が指定を受けた電気通信番号を含む。）をその種別に応じ適切に使用する旨
[bookmark: _GoBack]

２　電気通信番号を使用して提供する電気通信役務の内容（注２）（注３）
(1)提供する電気通信役務：	Comment by 作成者: 電気通信番号を使用して提供する電気通信役務の内容を具体的に記載してください。 
※ 次に掲げるような定型的なサービスについては、特殊な使用方法をしていない限り、そのサービス名称を記載するのみで構いません。 
（例） 
 ・固定電話番号：加入電話、ＩＰ電話、公衆電話 
 ・付加的役務電話番号：着信課金機能、統一番号機能 
⇒付加的役務電話番号を取扱うこととなる電気通信役務を併せて記載してください 
 ・音声伝送携帯電話番号：音声通話、ＳＭＳ、データ通信 
 ・特定ＩＰ電話番号：ＩＰ電話 
※ 個別の判断が難しい場合は、電気通信事業の登録又は届出時に提出した電気通信事業法施行規則様式第４
を参考に、計画の認定を受けようとする種別の電気通信番号を使用する役務を記載してください。
(2)電話転送役務の提供の有無（固定電話番号の場合のみ）：	Comment by 作成者: 固定電話番号の場合は、電話転送役務の提供の有無も記載してください。
 (2-1)提供対象：	Comment by 作成者: 提供する場合は、提供対象（法人・個人の別）を記載してください。
 (2-2)転送種別：	Comment by 作成者: 提供する場合は、転送種別（着信転送・発信転送の別）を記載してください。
(3)提供区域：	Comment by 作成者: 原則として都道府県単位で記載し、特に提供区域を制限していない場合は「全国」としてください。
(4)役務の提供開始日：	Comment by 作成者: 固定電話番号を使用する場合においては、番号区画ごとに記載してください。卸元事業者が複数ある場合は番号区画ごとに卸元事業者の内訳も記載してください。また、卸元事業者ごとに役務の提供開始日を記載してください。
(5)卸電気通信役務の提供の有無：
(5-1)：卸電気通信役務の概要：	Comment by 作成者: 卸電気通信役務の概要については、提供する卸電気通信役務の内容に加え、提供の形態が分かるように、
次のような類型を併せて記載してください。 
① 卸電気通信役務の提供であることを特定しないで提供する形態 
（例：契約相手方がユーザ契約と区別されない卸電気通信役務の提供） 
② 卸電気通信役務の提供であることを特定して提供する形態 
 ア）卸元事業者において、電気通信番号と識別する利用者設備の対応づけを行う形態 
イ）卸元事業者においては、電気通信番号と識別する利用者設備の対応づけを行わない形態 
 ⇒この形態で提供する場合、卸先事業者名を記載した文書を、電気通信番号使用計画とは別に、参考
情報として提出してください。 
※ 提供する卸電気通信役務の再販の禁止又は制限をしている場合は、その旨も記載してください。
(5-2)：卸元電気通信事業者：	Comment by 作成者: 略称とせず、○○株式会社といった記載としてください。
次のURL最下部の認定事業者の公表として掲載している３ファイルにおいて、卸元電気通信事業者の記載があるか確認し、ない場合は電気通信番号制度に係る必要な取れているか、卸元電気通信事業者へ問合せをお願いします。

https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/top/tel_number/new_framework.html

３　電気通信番号の使用に必要となる電気通信設備の構成図（注２）（注４）

４　利用者設備識別番号の管理に関する事項（注２）（注５）	Comment by 作成者: 「卸元事業者と同一です。」や「適切に管理します。」のみの記載はお控えください。卸元事業者とどのように同一であるか、また、申請者ではどのように対応されるのかを記載してください。申請者においても管理をする場合は、どのような管理状態があるか、その状態名なども記載し、具体的に説明をお願いします。また、状態遷移図の作成もお願いします。	Comment by 作成者: それぞれ具体的に記載ください。卸電気通信役務の提供を行わない場合は(3)は記載不要です。
(1)　利用者設備識別番号に係る使用、未使用その他の状態の管理方法	Comment by 作成者: （１）は申請者の番号管理の方法について
（２）卸元事業者と申請者間の番号管理の方法について
（３）申請者と卸先事業者間の番号管理の方法について
それぞれ記載をお願します。

(2)　利用者設備識別番号に係る卸電気通信役務の提供を行う電気通信事業者が利用者設備識別番号の管理を適切に行うことができるようにするための管理方法

(3)　卸電気通信役務の提供を行う場合は、その提供を受ける電気通信事業者に対する利用者設備識別番号の管理方法

５　電気通信番号の使用に関する条件の確保に関する事項（注２）	Comment by 作成者: 「卸元事業者と同一です。」のみの記載はお控えください。卸元事業者とどのように同一であるか、また、御社ではどのように対応されるのかを記載してください。	Comment by 作成者: 以下は固定電話番号の使用に関する条件となりますので、他の番号種別の場合は、
電気通信番号計画（令和元年総務省告示第6号）第３　利用者設備識別番号に関する事項の各番号種別の電気通信番号の使用に関する条件をどのように確保しているのか記載してください。
(1)第１　重要通信の取扱い	Comment by 作成者: 固定電話番号を使用した電気通信役務の提供をする場合において、緊急通報は利用可能とする必要があります。（電話転送役務である場合を除く）
電話転送役務を提供する場合において、緊急通報を利用した際に端末等の発信に係る位置情報によって利用者の位置を誤認させる恐れがある場合には、緊急通報の利用を不可能とする措置及び、緊急通報を提供するための代替措置を講じる必要があります。
ついては、緊急通報を不可能とする場合は、代替手段の確保が必須であり、代替措置を利用者にて用意する際は、代替手段の確保することを提供の条件とする等の対応が必要です。

(2)第２　番号ポータビリティ	Comment by 作成者: 使用に関する条件における
第２
１は令和７年１月末日までに可能とすることが必要です。
２は該当する場合、対応が必要です。

(3)第３　自ら指定を受けて固定番号を使用する者の規定
　自ら指定を受けて電気通信番号を使用する者ではないため該当しない。	Comment by 作成者: 総務省から自らにおいて指定を受けない場合の記載例です。

(4)第４　電話転送役務
　(4-1)最終利用者の確認：	Comment by 作成者: 確認の際に用いる書類の規定については、電気通信番号計画別表第４をご確認ください。また、別表第４のうちいずれの項目で確認を行うのか、項目まで明記をお願いします。
　(4-2)活動の拠点確認：
　(4-3)活動の拠点への設置確認：
  (4-4)音声伝送に関する品質を満たしていることの確認：	Comment by 作成者: 電話転送役務の提供に係る電気通信設備について、特定総合品質又はこれと同程度の音声伝送に関する品質を満たしていることの確認を行う必要があります。
ただし、発着信転送を行う際に、品質に係る規定を満たすことを確認していない旨を利用者に通知するための措置等が講じられている場合は、この限りではありません。

６　その他電気通信番号の使用に当たり特に必要な事項（注２）	Comment by 作成者: 特になければ、「特になし。」と記載してください。



注１　別表に掲げる電気通信番号の種別のいずれかを記載すること。ただし、別表第２号に掲げる付加的役務電話番号の場合は、識別しようとする電気通信役務の内容ごとにこの様式を作成することとし、当該電気通信役務の内容を併せて記載すること。
　２　卸電気通信役務を提供する電気通信事業者と記載事項の全部又は一部が同一の内容である場合は、当該電気通信事業者の氏名又は名称及び同一である旨（記載事項の一部が同一である場合は同一である範囲）を記載することにより、記載内容の全部又は一部を省略することができる。
　３　次に掲げる事項が明確となるよう記載すること。
(1)　電気通信番号により電気通信役務を識別する場合は、識別される電気通信役務（当該役務の提供の区域を含む。）
(2)　電気通信役務の提供の開始の日（別表第１号に掲げる固定電話番号を使用する場合は、電気通信番号計画に定める番号区画ごとの日）
(3)　卸電気通信役務の提供の有無及びその概要
　４　次に掲げる事項が明確となるよう記載すること。
(1)　電気通信番号により電気通信設備を識別する場合は、識別される電気通信設備
(2)　電気通信番号が使用される通信経路
(3)　電気通信設備と利用者又は他の電気通信事業者との間における分界点
(4)　特定の設備の設置が電気通信番号の使用に関する条件とされている場合は、当該設備の設置場所（都道府県及び市区町村名を含む。）
　５　次に掲げる事項が明確となるよう記載すること。
(1)　利用者設備識別番号に係る使用、未使用その他の状態の管理方法
(2)　利用者設備識別番号に係る卸電気通信役務の提供を行う電気通信事業者が利用者設備識別番号の管理を適切に行うことができるようにするための管理方法
(3)　卸電気通信役務の提供を行う場合は、その提供を受ける電気通信事業者に対する利用者設備識別番号の管理方法
　６　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。
